
 

水産庁の指定を受け漁村活性化事業に乗り出す 
事業は、水産基本法に基づく漁村の総合的振興を図るため、地域の水産業の

図り、豊かで住み良い漁村をめざし、地域の特性に応じた水産業の基盤整備

その他福祉の向上とを総合的に推進するとともに、国民の水産業及び漁村に

関心を深め健康的でゆとりある生活に資するため、必要な施策を講じようと

。 

町が、水産庁の指定を受け漁村活性化事業に乗り出し、商工業、観光業、漁

ら36人と年間6回ワークショップを行い、全国に「元気な漁村」として情報発

になっており、そのための第1回ワークショップが9月10日舞阪町役場で開催

町では、今後具体的な地域振興計画を策定し観光や商工業を巻き込んで漁村

住民に訴えるため、来年2月に「ノリ・カキまつり」を開催し、料理の体験学

か、「街歩きマップ」を作成し舞阪町の魅力をアピールし、更に来訪者が一目

史跡前の道路にカラーで案内表示を設置するなど、積極的な「都市漁村交流」

にしています。 

度サクラエビ秋漁の操業を決定         －県桜えび漁業組合－ 

業組合(柿崎幸雄組合長)では、去る9月6日役員会を開催し、本年度サクラエ

とおり決定しました。また、秋漁を前に例年同様「生産

24日(木)大井川町漁協、25日(金)由比港漁協で夫々開催

)晩～12月27日(金)朝 ▽休漁日：11月2日(土)、3日(日)、

23日(土)、30日(土)、12月7日(土)、14日(土)、21日(土)、

度資源評価で大衆魚の代表であるマイワシとマサバが日

ました。 
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１．漁場油濁救済基金 焼津で油汚染防除指導者講習会開催 
 (財)漁場油濁救済基金は、去る9月13日焼津漁協会議室において油汚染防除指導者講習会

を開催しました。 

 この講習会には、8月に御前崎沖において発生した貨物船同士による衝突事故により沈没

した貨物船よりＣ重油が流失し大きな問題になったことから、本県漁協関係者、県、市町

村及び石油関係者など約100名が参加しました。 

 講習会は、楠木功油濁漁場被害救済基金理事が「漁場保全のための油汚染防除対策に万

全の努力を図っていきたい」と挨拶を述べ、続いて本会大崎幸三専務理事が挨拶し、この

あと講習に入り藤井真一漁場油濁被害救済基金業務部長が「原因者不明の油濁被害救済制

度について」説明、次に小倉秀海上災害防止センター防災訓練所長が「油及びＮＨＳ(危険

物質及び有害物質)流失事故への対応について」説明を行いました。 

 午後からは、海上災害アドバイザーの坂本由之氏の指導による油濁事故の効果的対応に

ついて、焼津港内において実技実習が行われ、このあと質疑応答が行われました。 

２．01年家族経営型漁船漁業所得230万円、漁業依存度は総所得の41％ 

 農水省統計情報部が公表した2001年家族経営型漁船漁業(動力船20トン未満)の1世帯平

均漁業所得は230万円で、採藻漁業の割合が高い北海道が348万円で最も多く、次いで1世帯

の漁獲量が最も多い太平洋北区の244万円の順でした。総所得564万円に対し漁業依存度は

41％でした。家族型小型定置網の漁業所得は175万円で総所得560万円になっています。 

 漁船漁業は、漁業収入544万円に対し漁業支出が315万円、減価償却費、油費、雇用労賃

で支出の47％を占めました。漁業外所得の最も多いのが日本海北区で次いで、太平洋中区
マサバは、近年不漁続きで高値が続いているが、今回調査で資源面からも枯

ことが裏付けられました。これは乱獲だけでなく海水温の変化などによる影

が、激減傾向が続けば近い将来、大衆魚でなくなる日が来る

 

が独立行政法人水産総合研究センターに委託し調査したとこ

いと認められるのは日本海側のマイワシで、最盛期の1989年

ったが、2002年には1,400トンまで落ち込み推定資源量は2,3
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 資源評価について、水産庁

ろによると、減少が最も大き
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及び雇用型で経営状況を公表していましたが、水産施策の変更に伴い対象漁船を20トン未

満として、家族型、雇用型、会社型、共同経営型に分類して調査したものです。 

 01年の調査経営体のうち、00年と共通調査対象だった家族型で動力船10トン未満の平均

漁業所得は前年比１％増えましたが、漁業収入1.5％減、漁業支出3％減、漁業外所得2.5％

減、総所得1％減となり、その結果、漁業依存度は0.8ポイント上昇しました。 

 また、小型定置網漁業は漁業所得、漁業収入がそれぞれ22％、7％減少、漁業支出は1％、

漁業外所得は10％増え、また総所得は前年並となりその結果、漁業依存度は7ポイント低下

しました。 


